
基本目標１

人づくり・組織づくりの強化
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　担当部　 掲載ページ

１
マンパワー不足への対応及び適正な職員数の検討と定員適
正化計画の策定

総務部 3

２ 人事評価制度の導入 総務部 3

３ 意欲と能力を高める職員研修の実施 総務部 4

４ 意欲と能力を引き出す人事管理の推進 総務部 4

５ 効率的な組織再編の実施 財務部 5

６ 課（室）単位での組織力の向上　 総務部・財務部 5

７ 新たな業務改善策の検討・実施 財務部 6

８ 保育サービス向上に向けた保育士適正配置基準の検討 福祉部 6

９ 施設維持事務所の業務のあり方の検討 建設部 7

１０ 学校用務員のあり方の検討 教育委員会 7

　取　組　項　目　名　
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基本目標１
人づくり・組織づくりの強化

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 策定 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

人事評価制度の決定・試行
－

人事評価制度の導入
－

人事評価システムの本格運用
－

・人事評価システムの本格運用

平成31年度 ・人事評価システムの本格運用

平成32年度 ・人事評価システムの本格運用

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　適正な評価に伴う昇給・昇格を行うため、人事評価制度を導入する。
　
【主な取組内容】
・人事評価制度の導入

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・人事評価制度の決定・試行

平成28年度 ・人事評価制度の導入

平成29年度 ・人事評価システムの本格運用

平成30年度

2 取組項目名 人事評価制度の導入
担当部名 総務部

担当課名 人事課

後　　期

マンパワー不足の解消
－

定員適正化計画の策定
－

・定員適正化計画の策定

平成31年度 ・定員適正化計画の実施

平成32年度 ・定員適正化計画の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　復旧・復興業務を円滑に進め、業務量に見合った適正な職員数を配置し、復興期間におけるマンパワー
不足の解消を図る。また、復興期間終了後における適正な職員数の検討を行い、定員適正化計画を策定す
る。

【主な取組内容】
・定員適正化計画の策定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・マンパワー不足の解消

平成28年度 ・マンパワー不足の解消

平成29年度 ・マンパワー不足の解消

平成30年度

1 取組項目名
マンパワー不足への対応及び適正な職員数の検討と定員適正化計画の
策定

担当部名 総務部

担当課名 人事課



基本目標１
人づくり・組織づくりの強化

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 作成 作成 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 検討 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 検討 検討 実施 22 22 22
実績値
達成率 ％
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後　　期

面接手法、回数拡大
－

効率的で弾力的な人員配置
－

女性職員の登用・配置の拡大
％

・人物重視の採用試験手法の実施
・中途採用の充実
・女性職員の登用・配置の拡大

平成31年度
・人物重視の採用試験手法の実施
・中途採用の充実
・女性職員の登用・配置の拡大

平成32年度
・人物重視の採用試験手法の実施
・中途採用の充実
・女性職員の登用・配置の拡大

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　効率的に業務を実施するため組織力の向上が必要なことから、意欲と能力を引き出す人事管理を推進す
る。

【主な取組内容】
・人物重視の採用試験手法の検討
・中途採用の充実
・女性職員の登用拡大の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・人物重視の採用試験手法の検討
・中途採用の充実
・女性職員の登用・配置の拡大の検討

平成28年度
・人物重視の採用試験手法の実施
・中途採用の充実
・女性職員の登用・配置の拡大

平成29年度
・人物重視の採用試験手法の実施
・中途採用の充実
・女性職員の登用・配置の拡大

平成30年度

4 取組項目名 意欲と能力を引き出す人事管理の推進
担当部名 総務部

担当課名 人事課

後　　期

階層別研修の実施
人

ＯＪＴ実施状況の報告
件

研修計画に基づく研修の実施
－

・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴの推進
・効果的な研修の実施

平成31年度
・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴの推進
・効果的な研修の実施

平成32年度
・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴの推進
・効果的な研修の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　職員の総合的能力の向上及びナレッジ管理の推進を図るため、「自己啓発の促進」、「ＯＪＴの推
進」、「職場外研修の推進」を柱とした職員研修を実施する。

【主な取組内容】
・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴガイドブックの作成と周知徹底
・効果的な研修の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度
・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴガイドブックの作成と活用
・効果的な研修の実施

平成28年度
・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴガイドブックの作成と活用
・効果的な研修の実施

平成29年度
・管理監督者への意識啓発等の推進
・ＯＪＴガイドブックの作成と活用
・効果的な研修の実施

平成30年度

3 取組項目名 意欲と能力を高める職員研修の実施
担当部名 総務部

担当課名 人事課



基本目標１
人づくり・組織づくりの強化

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 1 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 策定
実績値
達成率 ％
目標値 全課 全課 全課 全課 全課
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

グループ制運用指針の策定
-

各課（室）年間運営方針策定数
課数

・グループ制の運用方法の見直し

平成31年度 ・グループ制の運用方法の見直し

平成32年度 ・グループ制の運用方法の見直し

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　常に目標を持ち、組織全体としての能力を向上させることを目的として、課（室）単位で、所属長の統
制力や発信力の強化を図る仕組みやグループ制が効率的に機能する仕組みを構築する。

【主な取組内容】
・グループ制の運用方法の見直しと運用指針の策定
・所管業務に関する実施計画、改善計画及びグループ編成方針等をまとめた課(室)別の年間運営方針の策
定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・グループ制の運用方法の見直し、指針の策定
・各課（室）年間運営方針導入に向けた検討・調整・制度設計

平成28年度
・グループ制の運用指針運用開始
・各課（室）年間運営方針導入

平成29年度 ・各課（室）年間運営方針の策定、公表、運営実施

平成30年度

6 取組項目名 課（室）単位での組織力の向上
担当部名 総務部・財務部

担当課名 人事課・行政経営課

後　　期

状況調査の実施
回

組織再編の実施（実績値のみ）
回

・庁内各部・課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

平成31年度 ・庁内各部・課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

平成32年度 ・庁内各部・課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　復興事業の加速化と効率化に業務を進めるため、状況に見合った効果的な組織再編を実施する。

【主な取組内容】
・庁内各課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・庁内各部・課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

平成28年度 ・庁内各部・課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

平成29年度 ・庁内各部・課に対する組織ヒアリング等の状況調査の実施

平成30年度

5 取組項目名 効率的な組織再編の実施
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課



基本目標１
人づくり・組織づくりの強化

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

土曜日午後保育の検討
－

土曜日午後の保育に必要な保育士
の適正配置基準の検討

－

・土曜日午後保育実施施設の拡大検討
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討(再編計画の進行と併
せ検討)

平成31年度
・土曜日午後保育実施施設の拡大検討
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討(再編計画の進行と併
せ検討)

平成32年度
・土曜日午後保育実施施設の拡大検討
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討(再編計画の進行と併
せ検討)

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　保育サービスの充実を図るため、土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準について検討を行
う。

【主な取組内容】
・土曜日午後保育の検討
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討
・土曜日午後保育実施施設の拡大の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・土曜日午後保育の検討
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討

平成28年度
・公立施設4か所（蛇田、飯野川、須江、湊こども園）で土曜日も平日と同様の
開所時間
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討

平成29年度
・公立施設4か所(蛇田、飯野川、須江、湊こども園)で土曜日も平日と同様の開
所時間
・土曜日午後の保育に必要な保育士の適正配置基準の検討

平成30年度

8 取組項目名 保育サービス向上に向けた保育士適正配置基準の検討
担当部名 福祉部

担当課名 子ども保育課

後　　期

自治体応援職員から提案のあった
改善項目数（実績値のみ）

項目数

プランに追加する新規取組項目数
（実績値のみ）

項目数

・行財政運営プランに基づく新たな取組項目の検討・追加

平成31年度 ・行財政運営プランに基づく新たな取組項目の検討・追加

平成32年度 ・行財政運営プランに基づく新たな取組項目の検討・追加

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　日々改善・改革できる組織体質への転換を目指し、業務等の改善・改革につながる新たな取組項目の提
案を行財政運営プランの進行管理の中で毎年度、課、個人単位で受け付け、実効性の検証を行い可能な改
善策を逐次実施していく。また、震災復興期間中は、自治体応援職員からの石巻市に必要な業務改善に関
する意見を募集し、庁内に周知を図る。

【主な取組内容】
・自治体応援職員からの業務改善に関する提案募集及び周知

(2)年度別取組内容

平成27年度
・自治体応援職員からの業務改善に関する提案募集及び周知
・行財政運営プランに基づく新たな取組項目の検討・追加

平成28年度
・自治体応援職員からの業務改善に関する提案募集及び周知
・行財政運営プランに基づく新たな取組項目の検討・追加

平成29年度
・自治体応援職員からの業務改善に関する提案募集及び周知
・行財政運営プランに基づく新たな取組項目の検討・追加

平成30年度

7 取組項目名 新たな業務改善策の検討・実施
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課



基本目標１
人づくり・組織づくりの強化

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値 10 10 10 10 10
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

学校用務員の業務の明確化や業務
に必要な研修内容等を検討

－

・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討

平成31年度 ・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討

平成32年度 ・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　学校用務員業務の効率的な運営を図るため、業務の明確化などを行い、学校用務員のあり方について検
討をする。

【主な取組内容】
・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討
・学校用務員の嘱託及び臨時職員等の配置の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討

平成28年度 ・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討

平成29年度 ・学校用務員の業務の明確化や業務に必要な研修内容等を検討

平成30年度

10 取組項目名 学校用務員のあり方の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 教育総務課

後　　期

施設維持事務所の業務のあり方の検討
－

人員の削減
人

業務の民間委託（作業割合）
％

・人員の削減、業務の民間委託の実施

平成31年度 ・人員の削減、業務の民間委託の実施

平成32年度 ・人員の削減、業務の民間委託の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　施設維持事務所の業務については、小規模な道路施設修繕や道路維持管理の他、各施設の維持補修作業
も行っており、官と民で行う事業の住み分けが必要なことから、施設維持事務所の業務のあり方を検討す
る。

【主な取組内容】
・施設維持事務所の業務のあり方の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・施設維持事務所の業務のあり方の検討、総合計画へ位置づけ

平成28年度 ・施設維持事務所の業務のあり方の検討、総合計画へ位置づけ

平成29年度 ・施設維持事務所の業務のあり方の検討、総合計画へ位置づけ

平成30年度

9 取組項目名 施設維持事務所の業務のあり方の検討
担当部名 建設部

担当課名 道路課
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基本目標２

安定的な歳入の確保
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　担当部　 掲載ページ

１ ふるさと納税の推進 復興政策部 11

２ 未利用市有財産の処分 総務部 11

３ 自動販売機設置に係る入札制度の検討 総務部 12

４ 庁舎内及び公用車への広告設置 総務部 12

５ 国債等による基金運用の実施 財務部 13

６ 使用料・手数料の見直し 財務部 13

７ 市税等の現年度収入率の向上 財務部 14

８ 市税等の滞納対策の強化 財務部 14

９ 市税等の新たな納入方法の検討 財務部 15

１０ 石巻霊園及び（仮称）石巻第二霊園の管理料の徴収の検討 生活環境部 15

１１ 家庭ごみ収集の有料化の検討 生活環境部 16

１２
各種健（検）診事業の総合検診化及び自己負担金の適正金
額の検討

健康部 16

１３ 保育所保育料の収納率の向上 福祉部 17

１４ 放課後児童クラブ利用負担金の見直しの検討 福祉部 17

１５ 労働会館の料金体系の見直し 産業部 18

１６ 市営住宅使用料の収納率の向上 建設部 18

１７ 公共下水道等使用料の収納率の向上 建設部 19

１８ 水洗化率向上に関する広報の実施 建設部 19

１９ 下水道使用料の見直し 建設部 20

２０ 奨学金の滞納対策の強化 教育委員会 20

２１ 学校給食費の収納率の向上 教育委員会 21

２２
社会教育認定団体の社会教育施設使用時の減免内容の統一
化

教育委員会 21

２３ 運動公園等への広告設置・ネーミングライツ導入の検討 教育委員会 22

２４ 医業未収金（患者一部負担金）の管理対策の強化 病院局 22

２５ 債権の適正管理の推進 財務部 23

　取　組　項　目　名　
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基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 4 4 4
実績値
達成率 ％
目標値 350,000 360,000 370,000 380,000 390,000 400,000
実績値
達成率 ％
目標値 4 4 4 4 4 4
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

売払い可能な未利用市有地の箇所
数（実績値のみ）

数

処分した市有地等の金額（実績値
のみ）

千円

・未利用市有地等の把握調査・処分

平成31年度 ・未利用市有地等の把握調査・処分

平成32年度 ・未利用市有地等の把握調査・処分

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　独自財源の確保のため、未利用市有地などの市有財産の処分を行う。

【主な取組内容】
・未利用市有地等の把握調査
・未利用市有地等の財産処分

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・未利用市有地等の把握調査・処分

平成28年度
・未利用市有地等の把握調査・処分
・未利用市有地等の売払方法の検討

平成29年度
・未利用市有地等の把握調査・処分
・未利用市有地等の売払方法の検討

平成30年度

2 取組項目名 未利用市有財産の処分
担当部名 総務部

担当課名 管財課

後　　期

産品メニューの更新回数
回

寄附金額
千円

市外でのＰＲイベント参加回数
回

・産品メニューの更新と充実
・広報の充実（ポータルサイト５社掲載、核となるＰＲイベント参加）

平成31年度
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実（ポータルサイト５社掲載、核となるＰＲイベント参加）

平成32年度
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実（ポータルサイト５社掲載、核となるＰＲイベント参加）

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　独自財源を確保するため、ふるさと納税の推進を図るとともに、ふるさと産品を送付することにより、
震災で失われた地場産品の販路拡大も図られる。

【主な取組内容】
・寄附者が使いやすいホームページの更新
・ふるさと産品のメニューの更新と拡充
・広報の充実

(2)年度別取組内容

平成27年度
・使いやすいホームページの検討
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実

平成28年度
・使いやすいホームページの実施
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実

平成29年度
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実

平成30年度

1 取組項目名 ふるさと納税の推進
担当部名 復興政策部

担当課名 復興政策課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 整備
実績値
達成率 ％
目標値 － － － －
実績値
達成率 ％ － － － －

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

広告設置可能箇所及び可能車両の
調査・把握

－

広告収入額（実績値のみ）
千円

・庁舎内の広告掲載可能箇所の検討

平成31年度 ・庁舎内の広告掲載可能箇所の検討結果による対応

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　独自財源の確保を図るため、庁舎内の壁面等と公用車に民間企業の広告等を設置する。

【主な取組内容】
・広告設置可能箇所及び可能車両の調査・把握
・庁舎内の広告掲載可能箇所の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・広告設置可能箇所及び可能車両の調査・把握

平成28年度 ・広告設置可能箇所及び可能車両の調査・把握

平成29年度 ・広告付き庁舎案内図の設置

平成30年度

4 取組項目名 庁舎内及び公用車への広告設置
担当部名 総務部

担当課名 管財課

後　　期

自動販売機設置に係る入札制度の
検討

－

自動販売機設置に係る入札制度指
針の整備

－

自動販売機設置可能施設（実績値
のみ）

台

・自動販売機設置に係る取扱い基準等の検討

平成31年度 ・自動販売機設置に係る取扱い基準等の運用開始

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　独自財源の確保を図るため、市有施設の自動販売機設置に係る入札制度を検討する。

【主な取組内容】
・自動販売機設置施設可能施設の把握
・自動販売機設置に係る入札制度の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・自動販売機設置に係る入札制度の検討

平成28年度 ・自動販売機設置に係る入札制度の検討

平成29年度 ・自動販売機設置に係る取扱い基準等の検討

平成30年度

3 取組項目名 自動販売機設置に係る入札制度の検討
担当部名 総務部

担当課名 管財課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － －
実績値
達成率 ％ － －
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後　　期

使用料・手数料見直し指針の見直
し

－

全庁的な見直し作業の実施
－

使用料が見直しされた公の施設の
設置条例数（実績値のみ）

－

・使用料・手数料見直し指針に基づく全庁的な見直し作業の実施

平成31年度 ・使用料・手数料の改定

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　公共施設の使用料や各種手数料等の金額について、消費増税や維持管理コストを踏まえ受益者負担の適
正化を図るため、使用料・手数料の見直しを実施する。

【主な取組内容】
・公共施設等総合管理計画策定に基づく使用料の現状把握
・使用料・手数料見直し指針の見直し

(2)年度別取組内容

平成27年度
・公共施設等総合管理計画策定に基づく使用料の現状把握
・使用料・手数料見直し指針の見直し

平成28年度 ・使用料・手数料見直し指針に基づく全庁的な見直し作業の実施

平成29年度 ・使用料・手数料見直し

平成30年度

6 取組項目名 使用料・手数料の見直し
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課

後　　期

普通預金・定期預金以外の方法で
運用された基金の数（実績値の
み）

基金数

・運用継続

平成31年度 ・運用継続

平成32年度 ・運用継続

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　独自財源を確保するため、普通預金や定期預金で運用されている基金のうち、定額運用型及び復興事業
に充当する基金を除き、「石巻市債権運用基準」に基づき国債等による運用を実施する。

【主な取組内容】
・「石巻市債権運用基準」に基づく運用方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・「石巻市債権運用基準」に基づく運用方法の検討

平成28年度 ・運用の拡大

平成29年度 ・運用継続

平成30年度

5 取組項目名 国債等による基金運用の実施
担当部名 財務部

担当課名 財政課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 98.3 98.5 98.7 98.9 99.0 －
実績値
達成率 ％
目標値 90.5 90.9 91.0 91.1 91.2 －
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 260,000 260,000 － － － －
実績値
達成率 ％
目標値 250,000 250,000 － － － －
実績値
達成率 ％
目標値 24.1 25.5 26.9 －
実績値
達成率 ％
目標値 19.5 19.8 20.2 －
実績値
達成率 ％
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滞納繰越収入率（国保税）
％

後　　期

滞納繰越収入額（市税）
千円

滞納繰越収入額（国保税）
千円

滞納繰越収入率（市税）
％

・滞納処分の実施

平成31年度 ・滞納処分の実施

平成32年度 ・滞納処分の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　自主財源の安定的確保及び税負担の公平性を図るため、滞納処分を進め、執行停止を含めた滞納対策
の強化に取り組む。

【主な取組内容】
・滞納処分の実施
・宮城県地方税滞納整理機構への職員の派遣の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・滞納処分の実施
・宮城県地方税滞納整理機構への職員の派遣の検討

平成28年度 ・滞納処分の実施

平成29年度 ・滞納処分の実施

平成30年度

8 取組項目名 市税等の滞納対策の強化
担当部名 財務部

担当課名 納税課

後　　期

市税収入率
％

国民健康保険税収入率
％

・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成31年度
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成32年度
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

自主財源の安定的確保及び税負担の公平性を図る観点から、市税等の収入率向上に取り組む。

【主な取組内容】
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

(2)年度別取組内容

平成27年度
・電話催告センターによる現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成28年度
・電話催告センターによる現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成29年度
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成30年度

7 取組項目名 市税等の現年度収入率の向上
担当部名 財務部

担当課名 納税課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 400 800 1,240

実績値

達成率 ％

目標値 実施 実施 実施

実績値

達成率 ％
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石巻霊園における適正管理の在り方
の検討

－

後　　期

（仮称）石巻第二霊園管理料徴収
の検討

－

石巻霊園の管理料徴収の検討
－

墓所使用者の所在及び縁故者等の把
握、並びに承継手続きの促進

件

・石巻霊園の墓所使用者の確認調査、承継手続きの促進
・石巻霊園における適正管理の在り方の検討

平成31年度
・石巻霊園の墓所使用者の確認調査、承継手続きの促進
・石巻霊園における適正管理の在り方の検討

平成32年度
・石巻霊園の墓所使用者の確認調査、承継手続きの促進
・石巻霊園における適正管理の在り方の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、石巻霊園及び（仮称）石巻第二霊園等の管理料の徴収について検討
する。

【主な取組内容】
・（仮称）石巻第二霊園の管理料徴収の検討
・石巻霊園の管理料徴収の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・（仮称）石巻第二霊園の管理料徴収の検討
・石巻霊園の管理料徴収の検討

平成28年度 ・石巻霊園の管理料徴収の検討

平成29年度 ・石巻霊園の管理料徴収の検討

平成30年度

10 取組項目名 石巻霊園及び（仮称）石巻第二霊園の管理料の徴収の検討
担当部名 生活環境部

担当課名 環境課

後　　期

新たな納入方法に関する調査・検
証作業の実施

－

調査・検証作業の取りまとめ
－

口座振替・コンビニ・
郵便局収納検証

－

・調査・研究作業の取りまとめ

平成31年度 ・調査・研究作業の取りまとめ

平成32年度 ・調査・研究作業の取りまとめ

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　納税者の利便性向上のため、現在実施している市税等の納入方法及び平成27年度から導入するコンビ
ニエンスストア収納の検証のほか、新たな納入方法の検討を行う。

【主な取組内容】
・新たな納入方法に関する検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・新たな納入方法に関する調査・検証作業の実施

平成28年度 ・調査・検証作業の取りまとめ

平成29年度 ・調査・検証作業の取りまとめ

平成30年度

9 取組項目名 市税等の新たな納入方法の検討
担当部名 財務部

担当課名 納税課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 策定
実績値
達成率 ％
目標値 1,049 1,037 1,025 1,013 1,001 989
実績値
達成率 ％
目標値 14 14 14 15 15 15
実績値
達成率 ％
目標値 11.6 11.5 11.5
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 50.0 55.0 60.0
実績値
達成率 ％
目標値 62.8 64.1 65.4 39.4 39.7 40
実績値
達成率 ％
目標値 26.8 27.1 27.4 20.3 20.4 20.5
実績値
達成率 ％
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結核検診受診率
％

がん検診受診率
％

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

特定健診受診率
％

平成29年度 ・総合健診導入効果の検証及び自己負担金適正金額の検討

平成30年度 ・総合健診導入効果の検証及び自己負担金適正金額の検討

平成31年度

健康部

担当課名 健康推進課

(1)取組概要

　各種健（検）診の受診率の向上を図るため、これまでの特定健診を総合検診化することにより受診機会
の拡大を図る。
　また、受益者負担の適正化を図るため、健（検）診の自己負担金の適正金額についても検討する。
【主な取組内容】
・総合支所地区における総合検診の開始
・総合健診導入効果の検証
・健（検）診自己負担金適正化の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・総合支所地区における総合検診の開始

平成28年度 ・総合健診導入効果の検証

最終処分率
％

12 取組項目名 各種健（検）診事業の総合検診化及び自己負担金の適正金額の検討
担当部名

後　　期

一般廃棄物処理基本計画の策定
－

一人当たりのごみ排出量
ｇ

リサイクル率
％

・ごみ減量化・資源化施策の推進
・有料化手法の検討

平成31年度
・ごみ減量化・資源化施策の推進
・有料化手法の検討

平成32年度
・ごみ減量化・資源化施策の推進
・有料化手法の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　受益者の適正な負担を図るため、家庭ごみ収集の有料化のあり方及び方向性を検討する。

【主な取組内容】
・一般廃棄物処理基本計画の策定
・有料化手法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・一般廃棄物処理基本計画の策定
・有料化手法の検討

平成28年度 ・有料化手法の検討

平成29年度 ・有料化手法の検討

平成30年度

11 取組項目名 家庭ごみ収集の有料化の検討
担当部名 生活環境部

担当課名 廃棄物対策課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0
実績値
達成率 ％
目標値 55,000 53,000 51,000 49,000 47,000 45,000
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

運営経費や公的負担の考え方を踏
まえた適正金額の検討

－

・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成31年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成32年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

  受益者負担の適正化を図るため、放課後児童クラブ利用負担金の適正化に向けた見直しを検討する。

【主な取組内容】
・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成28年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成29年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成30年度

14 取組項目名 放課後児童クラブ利用負担金の見直しの検討
担当部名 福祉部

担当課名 子ども保育課

後　　期

保育所保育料現年度分の収納率
％

保育所保育料未納額
千円

・保育所保育料収納マニュアルの策定

平成31年度
・保育所保育料収納マニュアルに基づく収納率向上の実践
・法的措置を含めた未納対策の実践

平成32年度
・保育所保育料収納マニュアルに基づく収納率向上の実践
・法的措置を含めた未納対策の実践

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、保育所保育料の収納率の向上を図る。

【主な取組内容】
・保育所保育料収納マニュアルの策定
・保育所保育料収納マニュアルに基づく収納率向上の実施
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・個別面談及び保育所長からの納入指導。

平成28年度 ・口座振替の推進

平成29年度
・保育所保育料収納マニュアル策定の検討
・法的措置を含めた未納対策の検討

平成30年度

13 取組項目名 保育所保育料の収納率の向上
担当部名 福祉部

担当課名 子ども保育課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 95.0 95.0 95.0 95.0 95.0 95.0
実績値
達成率 ％
目標値 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

収納率（現年度分）
％

収納率（過年度分）
％

・評価・検討の実施

平成31年度 ・評価・検討の実施

平成32年度 ・評価・検討の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を保つため、市営住宅使用料の収納率の向上を図る。

【主な取組内容】
・市営住宅使用料の収納マニュアルの検討・策定
・収納マニュアルに基づく収納率向上策の実施
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・評価・検討の実施

平成28年度 ・評価・検討の実施

平成29年度 ・評価・検討の実施

平成30年度

16 取組項目名 市営住宅使用料の収納率の向上
担当部名 建設部

担当課名 住宅管理課

後　　期

使用料減免規定の設定に伴う条例
等の改正

－

指定管理者への指導及び協定内容
の見直し

－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　使用料減免規定を明確化し指定管理者が徴取する利用料金を適正化する必要があることから、料金体系
の見直しを実施する。

【主な内容】
・使用料減免規定の設定に伴う条例等の改正
・指定管理者への指導

(2)年度別取組内容

平成27年度
・使用料減免規定の設定に伴う条例等の改正
・指定管理者への指導及び協定内容の見直し

平成28年度

平成29年度

平成30年度

15 取組項目名 労働会館の料金体系の見直し
担当部名 産業部

担当課名 商工課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 5 5 5
実績値
達成率 ％
目標値 3 5 7 5 5 5
実績値
達成率 ％
目標値 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0
実績値
達成率 ％
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後　　期

広報回数
回

住民説明会の実施
回

水洗化率
％

・水洗化率向上に関する広報の実施

平成31年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成32年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　公共下水道等の水洗化率向上のため、融資あっせん等の支援策や意識向上を図るための広報を実施す
る。

【主な取組内容】
・チラシの配布
・住民説明会の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成28年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成29年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成30年度

18 取組項目名 水洗化率向上に関する広報の実施
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課

後　　期

公共下水道等使用料の収納マニュ
アルの検討

－

公共下水道等使用料の収納マニュ
アルの策定

－

下水道等使用料の収納率（過年度分）
％

・公共下水道等使用料の策定した収納対策マニュアルの検証

平成31年度 ・公共下水道等使用料の策定した収納対策マニュアルの検証

平成32年度 ・公共下水道等使用料の策定した収納対策マニュアルの検証

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　財源確保、受益者負担の公平性、適正化を保つため、公共下水道等使用料の収納率の向上を図る。

【主な取組内容】
・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討・策定
・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルに基づく収納率向上の実施
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討

平成28年度 ・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討・策定

平成29年度 ・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討・策定

平成30年度

17 取組項目名 公共下水道等使用料の収納率の向上
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 検討 実施 検討 検討 設置
実績値
達成率 ％
目標値 実施 検討
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 3 3 3 3 3 3
実績値
達成率 ％
目標値 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

催告実施回数
回

償還率
％

奨学金滞納対策マニュアルの策定
－

・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成31年度
・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成32年度
・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　ここ数年滞納額が増大している現状にあることから、奨学金貸与者に対する公平性を確保するため、奨
学金の滞納対策を強化する。

【主な取組内容】
・奨学金滞納対策マニュアルの策定
・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・奨学金滞納対策マニュアルの策定

平成28年度
・奨学金滞納対策マニュアルの策定
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成29年度
・奨学金滞納対策マニュアルの策定
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成30年度

20 取組項目名 奨学金の滞納対策の強化
担当部名 教育委員会

担当課名 学校教育課

後　　期

運営審議会の設置・諮問
－

下水道使用料改定
－

・企業会計移行準備実施

平成31年度 ・企業会計移行準備実施

平成32年度 ・企業会計移行後運営審議会設置及び使用料改定に向けた検討実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、下水道使用料の見直しを行う。

【主な取組内容】
・３年毎の下水道使用料改定
・下水道使用料に関する審議委員会の設置と諮問

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・下水道使用料に関する審議委員会の設置及び手法の検討

平成28年度 ・下水道使用料に関する審議委員会の設置と諮問

平成29年度 ・下水道使用料改定

平成30年度

19 取組項目名 下水道使用料の見直し
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 200 200 200
実績値
達成率 ％
目標値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
実績値
達成率 ％
目標値 10.0 10.5 11.0 5.5 6.0 6.5
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

社会教育施設における社会教育団
体の減免内容の見直しによる統一
化の検討

－

社会教育施設における社会教育団
体の減免内容の見直しによる統一
化

－

・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化の検討

平成31年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化を図る

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　社会教育施設における社会教育団体の減免基準について、施設ごとに不均衡が生じている現状を是正す
るため、社会教育認定団体の社会教育施設使用時の減免内容を統一化する。

【主な取組内容】
・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化

平成28年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化の検討

平成29年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化の検討

平成30年度

22 取組項目名 社会教育認定団体の社会教育施設使用時の減免内容の統一化
担当部名 教育委員会

担当課名 生涯学習課

後　　期

共同催告件数
件

収納率（現年度分）
％

収納率（過年度分）
％

・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成31年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成32年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　学校給食における受益者負担の公平性を図るため、学校給食費の収納体制を強化して収納率の向上を図
る。

【主な取組内容】
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

(2)年度別取組内容

平成27年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成28年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成29年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成30年度

21 取組項目名 学校給食費の収納率の向上
担当部名 教育委員会

担当課名 学校管理課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － 実施

実績値

達成率 ％

目標値 － － － － 実施

実績値

達成率 ％

目標値 － － － － － 実施

実績値

達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
実績値
達成率 ％
目標値 100.0 96.0 98.0 98.0 98.0 98.0
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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患者一部負担金の現年度収入率
％

平成32年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

未払者への対応率
％

平成29年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

平成30年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

平成31年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

病院局石巻市立病院

担当課名 医事課

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、医業未収金（患者一部負担金）の管理対策を強化する。

【主な取組内容】
・未収金対応マニュアル（フロー）の整備
・迅速な電話催告、訪問徴収の実施等の現年度分対策の実施
・未納理由の分析等の過年度分対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・未収金対応マニュアルの検討・作成

平成28年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

広告設置・ネーミングライツ導入
（総合運動公園）

－

24 取組項目名 医業未収金（患者一部負担金）の管理対策の強化
担当部名

後　　期

広告設置・ネーミングライツ導入
の検討

－

広告設置・ネーミングライツ導入の
協議

－

広告設置・ネーミングライツ導入
（総合体育館）

－

・広告設置・ネーミングライツ導入の検討・協議

平成31年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入（総合体育館）

平成32年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入（総合運動公園）

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　独自財源の確保を目的とし、総合運動公園、総合体育館等への広告掲示・ネーミングライツの導入を
検討する。

【主な取組内容】
・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

平成28年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

平成29年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

平成30年度

23 取組項目名 運動公園等への広告設置・ネーミングライツ導入の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値

実績値

達成率 ％

目標値

実績値

達成率 ％
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後　　期

・（仮称）石巻市債権管理条例の制定
－

・債権管理基本方針に基づく適正管理及び進行管理

平成31年度 ・債権管理基本方針に基づく適正管理及び進行管理

平成32年度 ・債権管理条例の制定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　行政サービスを受ける市民の負担の公正性や自主財源の確保を図るため、市債権管理基本方針等に基づく
適正な徴収の推進を実施する。

【主な取組項目】
・石巻市債権管理基本方針に基づく各債権所管課の適正な管理
・（仮称）石巻市債権管理条例の制定

(2)年度別取組内容

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

25 取組項目名 債権の適正管理の推進
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課・納税課
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基本目標３

業務の効率化や見直しの推進

-　25　-



　担当部　 掲載ページ

１ 電子決裁の拡大に向けた検討 総務部 27

２ 各種委員報酬の見直し 総務部 27

３ 自動車運転業務における嘱託、再任用職員の配置 総務部 28

４ 適正な公用車台数の検討 総務部 28

５ 庁舎維持管理経費節減に必要な取組の検討と実施 総務部 29

６ 本庁舎職員駐車場のあり方の検討 総務部 29

７ 職員グループウェアの利活用の推進 総務部 30

８ 歳入に見合った予算の編成 財務部 30

９ 地方債発行の抑制 財務部 31

１０ 「補助金の見直し指針」に基づく適正な補助金の算定 財務部 31

１１ 第三セクター等の点検・評価・情報公開の実施 財務部 32

１２ 行政評価の見直しの検討 財務部 32

１３
防災集団移転促進事業により取得した土地の適正な管理・
活用の検討

復興事業部 33

１４ 防災集団移転促進事業により整備した宅地の適正な管理 復興事業部 33

１５ 市民課窓口業務の民間委託の検討 生活環境部 34

１６ 人間ドック及び脳ドック事業のあり方の検討 健康部 34

１７ 社会福祉協議会への委託業務内容等の整理 福祉部 35

１８ 生きがい対応デイサービス事業の見直し 福祉部 35

１９ 身体・知的障害者相談員の見直し 福祉部 36

２０ 道路街路灯へのLED灯の導入 建設部 36

２１ 公共下水道事業等有収率の向上 建設部 37

２２ スポーツ推進委員の定員数の見直し 教育委員会 37

２３ 市立病院の経営安定化 病院局 38

２４ 公金収納データ処理業務の外部委託 会計管理者 38

２５ 市立牡鹿病院の経営安定化 病院局 39

　取　組　項　目　名　
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基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

特別職等報酬審議会への諮問
－

非常勤特別職の報酬等の報酬金額
及び支給方法の見直し

－

・特別職等報酬審議会への諮問 ・見直し方針の決定

平成31年度 ・非常勤特別職の報酬等の報酬金額及び支給方法の見直し

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　業務に見合った適正な報酬額の検討が必要なことから、非常勤特別職の報酬等の報酬金額及び支給方法
（日額制、月額制、併給制）の見直しを行う。

【主な取組内容】
・非常勤特別職の報酬等の報酬金額及び支給方法の見直し

(2)年度別取組内容

平成27年度
・特別職等報酬審議会への諮問
・見直し方針の決定

平成28年度 ・非常勤特別職の報酬等の報酬金額及び支給方法の見直し

平成29年度 ・非常勤特別職の報酬等の報酬金額及び支給方法の見直し

平成30年度

2 取組項目名 各種委員報酬の見直し
担当部名 総務部

担当課名 人事課

後　　期

電子決裁の拡大に向けた検討
－

・電子決裁の拡大に向けた検討

平成31年度 ・電子決裁の拡大に向けた検討

平成32年度 ・電子決裁の拡大に向けた検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　業務の効率化及び庁内のペーパレス化の推進を図るため、電子決裁の拡大に向けた検討をする。

【主な取組内容】
・電子決裁の拡大に向けた検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・電子決裁の拡大に向けた検討

平成28年度 ・電子決裁の拡大に向けた検討

平成29年度 ・電子決裁の拡大に向けた検討

平成30年度

1 取組項目名 電子決裁の拡大に向けた検討
担当部名 総務部

担当課名 総務課・情報システム課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 584 584 584 584 584 584
実績値
達成率 ％
目標値 検討 検討 検討 検討 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

保有公用車台数
台

公用車の適正台数の検討
－

・公用車の使用状況の把握

平成31年度 ・公用車の使用状況の把握

平成32年度 ・公用車の使用状況の把握、適正台数の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　維持管理コストの削減を図るため、業務量に見合った適正な公用車台数の検討を行う。

【主な取組内容】
・公用車の使用状況の把握、適正台数の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・公用車の使用状況の把握

平成28年度 ・公用車の使用状況の把握

平成29年度 ・公用車の使用状況の把握

平成30年度

4 取組項目名 適正な公用車台数の検討
担当部名 総務部

担当課名 管財課

後　　期

配置された嘱託・再任用職員数
(実績値のみ）

人

・嘱託、再任用職員の配置

平成31年度 ・嘱託、再任用職員の配置

平成32年度 ・嘱託、再任用職員の配置

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　歳出の削減を図るため、自動車運転業務について嘱託、再任用職員を配置する。

【主な取組内容】
・嘱託、再任用職員の配置

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・嘱託、再任用職員の配置

平成28年度 ・嘱託、再任用職員の配置

平成29年度 ・嘱託、再任用職員の配置

平成30年度

3 取組項目名 自動車運転業務における嘱託、再任用職員の配置
担当部名 総務部

担当課名 管財課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 79 31 35
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 検討
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 検討 検討 検討
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

本庁舎職員駐車場の状況調査、管
理方策の検討及び方針の決定

－

・管理方策の検討

平成31年度 ・管理方策の検討

平成32年度 ・管理方策の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　図書館脇職員駐車場の適正管理を図るため、本庁舎の職員駐車場のあり方を検討する。

【主な取組内容】
・本庁舎職員駐車場の状況調査、管理方策の検討及び方針の決定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・本庁舎職員駐車場の状況調査、管理方策の検討及び方針の決定

平成28年度 ・本庁舎職員駐車場の状況調査

平成29年度 ・本庁舎職員駐車場の状況調査

平成30年度

6 取組項目名 本庁舎職員駐車場のあり方の検討
担当部名 総務部

担当課名 管財課

後　　期

みやぎ環境交付金事業に基づくＬ
ＥＤ照明器具設置見込台数

台

照明等の維持管理費の節減の周
知・徹底

－

維持管理費の削減項目の検討
－

・照明等の維持管理費の節減の周知・徹底

平成31年度 ・照明等の維持管理費の節減の周知・徹底

平成32年度 ・照明等の維持管理費の節減の周知・徹底

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　庁舎における維持管理経費節減のため、みやぎ環境交付金事業に基づくＬＥＤ照明の導入等の経費節減
に必要な取組を検討し実施する。

【主な取組内容】
・庁舎内のＬＥＤ照明への交換
・照明等の維持管理費の節減徹底の周知

(2)年度別取組内容

平成27年度
・みやぎ環境交付金事業に基づくＬＥＤ照明への交換
・照明等の維持管理費の節減の周知・徹底

平成28年度 ・照明等の維持管理費の節減の周知・徹底

平成29年度 ・照明等の維持管理費の節減の周知・徹底

平成30年度

5 取組項目名 庁舎維持管理経費節減に必要な取組の検討と実施
担当部名 総務部

担当課名 管財課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 1 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

経常収支比率（実績値のみ）
％

・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

平成31年度
・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

平成32年度
・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　財政を健全に保つため歳入に見合った歳出を基本とした予算編成を実施していく。

【主な取組内容】
・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

(2)年度別取組内容

平成27年度
・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

平成28年度
・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

平成29年度
・予算編成方針の策定及び方針に基づく予算の編成
・適切な補正予算の編成

平成30年度

8 取組項目名 歳入に見合った予算の編成
担当部名 財務部

担当課名 財政課

後　　期

機能の周知と利活用の推進
回

・機能操作の習熟度向上、利活用の推進

平成31年度 ・機能操作の習熟度向上、利活用の推進

平成32年度 ・機能操作の習熟度向上、利活用の推進

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　職員グループウェアについて、通常使用されている機能以外にも有効な機能を有していることから、業
務の高度化・効率化のためシステムの十分な利活用がなされるよう推進を図る。

【主な取組内容】
・機能操作の周知
・利活用の推進

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・機能操作の習熟度向上、利活用の推進

平成28年度 ・機能操作の習熟度向上、利活用の推進

平成29年度 ・機能操作の習熟度向上、利活用の推進

平成30年度

7 取組項目名 職員グループウェアの利活用の推進
担当部名 総務部

担当課名 情報システム課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 1 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

「補助金の見直し指針」の周知回数
回

交付額が見直された団体及び事業
の数（実績値のみ）

団体数

・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

平成31年度
・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

平成32年度
・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　補助金の適正化を図るため、繰越金が生じている団体・事業等への補助金交付額の見直しを行う等「補
助金の見直し指針」に基づく補助金の算定を適正に行う。

【主な取組内容】
・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

(2)年度別取組内容

平成27年度
・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

平成28年度
・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

平成29年度
・予算編成方針における「補助金の見直し指針」の周知・徹底
・繰越金が発生している団体等の補助金交付の精査

平成30年度

10 取組項目名 「補助金の見直し指針」に基づく適正な補助金の算定
担当部名 財務部

担当課名 財政課

後　　期

新規地方債発行額の上限設定
－

実質公債費比率
（3ヵ年平均：実績値のみ）

％

・新規建設地方債発行額の上限設定

平成31年度 ・新規建設地方債発行額の上限設定

平成32年度 ・新規建設地方債発行額の上限設定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　将来の財政負担を軽減するため、財政措置が生じるような地方債を発行していく。

【主な取組内容】
・新規建設地方債発行額の上限設定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・新規建設地方債発行額の上限設定

平成28年度 ・新規建設地方債発行額の上限設定

平成29年度 ・新規建設地方債発行額の上限設定

平成30年度

9 取組項目名 地方債発行の抑制
担当部名 財務部

担当課名 財政課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 1 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値 1 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

行政評価の見直しに関する検討
－

・行政評価の見直しに関する検討

平成31年度 ・行政評価の見直しに関する検討

平成32年度 ・行政評価の見直しに関する検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　行政活動に関する適正な評価の仕組みの構築が必要なことから、主要な施策の成果のあり方を含めた行
政評価の見直しを進める。

【主な取組内容】
・行政評価の見直しに関する検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・行政評価の見直しに関する検討

平成28年度 ・行政評価の見直しに関する検討

平成29年度 ・行政評価の見直しに関する検討

平成30年度

12 取組項目名 行政評価の見直しの検討
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課

後　　期

経営状況の点検・評価の実施回数
回

経営状況に関する情報公開
回

・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

平成31年度 ・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

平成32年度 ・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　第三セクターの適正な運営について指導していくため、第三セクターの経営状況等について、「第三セ
クターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施する。

【主な取組内容】
・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

平成28年度 ・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

平成29年度 ・第三セクターに関する指針」に基づく点検・評価・情報公開を実施

平成30年度

11 取組項目名 第三セクター等の点検・評価・情報公開の実施
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
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徴収業務委託の検討

収納管理システムの適切な運用・検討

平成32年度 ・収納管理システムの適切な運用・検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

整備宅地の円滑な提供等の適正な管理
-

平成29年度 ・収納管理システムの適切な運用・検討

平成30年度 ・収納管理システムの適切な運用・検討

平成31年度 ・収納管理システムの適切な運用・検討

復興事業部

担当課名 用地管理課

(1)取組概要

　東日本大震災により被災した方々のために、防災集団移転促進事業により整備される宅地について、
整備後の円滑な提供等の適正な管理を行う。

【主な取組内容】
・整備宅地の円滑な提供等の適正な管理

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・整備宅地の円滑な提供等の適正な管理

平成28年度 ・徴収業務委託の検討

被災元地の売払い処分及び
貸付け面積（実績値のみ）

ha

14 取組項目名 防災集団移転促進事業により整備した宅地の適正な管理
担当部名

後　　期

被災元地の今後の利用計画の策定
-

被災元地の売払いや貸付方針等の決定
-

被災元地の売払い処分及び
貸付け金額（実績値のみ）

千円

・被災元地の売払処分及び貸付け

平成31年度 ・被災元地の売払処分及び貸付け

平成32年度 ・被災元地の売払処分及び貸付け

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　東日本大震災により被災し、防災集団移転促進事業により買い取った土地について、今後の利用方法
の検討や利用する予定のない土地の売払いや貸付けの手法等について検討を行う。
　また、管理経費の縮減、適正な管理を実施するための必要な検討を行う。
【主な取組内容】
・被災元地の今後の利用計画の策定
・被災元地の売払いや貸付方針等の決定
・被災元地の売払処分及び貸付け

(2)年度別取組内容

平成27年度
・被災元地の今後の利用計画の策定
・被災元地の売払いや貸付方針等の決定
・被災元地の売払処分及び貸付け

平成28年度 ・被災元地の売払処分及び貸付け

平成29年度 ・被災元地の売払処分及び貸付け

平成30年度

13 取組項目名 防災集団移転促進事業により取得した土地の適正な管理・活用の検討
担当部名 復興事業部

担当課名 用地管理課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施

実績値

達成率 ％

目標値 0 5 5

実績値

達成率 ％

目標値 0 2 3

実績値

達成率 ％

目標値 0 18 0

実績値

達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 40 50 60
実績値
達成率 ％
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人間ドック及び脳ドック事業のあ
り方についての検討、方針の決定

－

人間ドック及び脳ドックの保健指
導実施率の増加（前年比）

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

総合検診の導入効果等に関する状
況調査と検証

－

平成29年度
・本庁地区の総合健診化に向けて健診団体と協議し、モデル的に総合健診を実施
・人間ドック事業の対象年齢を拡大して今後も実施。要綱改正

平成30年度

平成31年度

健康部

担当課名 保険年金課

(1)取組概要

　特定健診やがん検診等各種検診の総合検診化により、健（検）診を利用する市民の利便性が向上する
ことから、これまで実施していた人間ドック及び脳ドック事業のあり方について検討を行う。

【主な取組内容】
・一部地域で実施している総合検診の導入効果等に関する状況調査と検証
・総合健診の全市への拡大に向けた各健診団体との協議、調整
・人間ドック及び脳ドック事業のあり方についての検討と方針の決定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・一部地域で実施している総合検診の導入効果等に関する状況調査と検証
・総合健診の全市への拡大に向けた各健診団体との協議、調整

平成28年度
・総合健診の全市への拡大に向けた各健診団体との協議、調整
・人間ドック及び脳ドック事業のあり方についての検討、方針の決定

非正規職員数の削減
人

16 取組項目名 人間ドック及び脳ドック事業のあり方の検討
担当部名

後　　期

業務委託可能な事務の検討
－

民間委託業務数

正職員数の削減
人

・委託業者選定

平成31年度
・委託契約
・窓口業務の一部民間委託の実施

平成32年度 ・窓口業務の一部民間委託の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　市民課窓口業務の効率化を図るため、業務の一部について、民間委託の導入を検討する。

【主な取組内容】
・委託が可能な業務の検討
・業務委託の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・業務委託可能な事務の検討

平成28年度 ・委託が可能な業務の検討

平成29年度 ・民間委託の課題等の現状調査及び委託可能な業務の検討

平成30年度

15 取組項目名 市民課窓口業務の民間委託の検討
担当部名 生活環境部

担当課名 市民課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

介護保険制度改正に係る状況把握
と対応方法の検討

－

生きがい対応デイサービス内容の
検討と方針の決定

－

・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

平成31年度
・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

平成32年度
・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　介護保険の非適用者に対する「生きがい対応デイサービス」について、介護保険制度の改正を踏まえ
て、実施箇所、回数等の見直しを図る。

【主な取組内容】
・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

平成28年度
・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

平成29年度
・介護保険制度改正に係る状況把握と対応方法の検討
・生きがい対応デイサービス内容の検討と方針の決定

平成30年度

18 取組項目名 生きがい対応デイサービス事業の見直し
担当部名 福祉部

担当課名 福祉総務課

後　　期

委託事業の整理
－

運営費補助金の整理
－

地域包括ケアシステム構築におけ
る役割の検討

－

・被災者総合交付金の縮減を視野に、介護保険事業との兼務体制の検討。
・社協との人員抑制に向けた具体的な協議を進め、定員の適正管理に努める。

平成31年度
・被災者総合交付金の縮減を視野に、介護保険事業との兼務体制の検討。
・社協との人員抑制に向けた具体的な協議を進め、定員の適正管理に努める。

平成32年度
・被災者総合交付金の縮減を視野に、介護保険事業との兼務体制の検討。
・社協との人員抑制に向けた具体的な協議を進め、定員の適正管理に努める。

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　社会福祉協議会への新たな委託業務が、今後見込まれることから、同協議会との関わりについて検討す
ることとし、委託業務や運営費補助金の整理を行う。

【主な取組内容】
・委託業務及び運営費補助金の整理
・地域包括ケアシステム構築における役割の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・委託業務及び運営費補助金の整理

平成28年度 ・地域包括ケアシステム構築における役割の検討

平成29年度 ・地域包括ケアシステム構築における役割の検討

平成30年度

17 取組項目名 社会福祉協議会への委託業務内容等の整理
担当部名 福祉部

担当課名 福祉総務課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 150 1,000 1,000 10,000
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

ＬＥＤ灯交換灯数
灯

・総合計画によるＬＥＤ灯型街路灯への交換

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　道路に係る維持管理コストの縮減を図るため、ＬＥＤ灯型街路灯への交換を図る。

【主な取組内容】
・ＬＥＤ灯型街路灯の設置

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・ＬＥＤ灯型街路灯の設置、総合計画への位置づけ

平成28年度 ・総合計画によるＬＥＤ灯型街路灯への交換

平成29年度 ・総合計画によるＬＥＤ灯型街路灯への交換

平成30年度

20 取組項目名 道路街路灯へのLED灯の導入
担当部名 建設部

担当課名 道路課

後　　期

身体・知的障害者相談員について
見直しに係る検討と見直し内容の
実施

－

・相談員に相談員業務の現状について協議

平成31年度 ・相談員と各障害者団体に対し、相談員の今後のあり方について実施。

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　身体・知的障害者への相談体制について、現在、専門職員を配置している障害者相談支援事業所への業
務委託や相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターが設置されている状況を踏まえ、設置要綱
に基づく委嘱により設置している身体・知的障害者相談員について見直しを行う。

【主な取組内容】
・身体・知的障害者相談員について見直しに係る検討と見直し内容の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・身体・知的障害者相談員について見直しに係る検討と見直し内容の実施

平成28年度 ・身体・知的障害者相談員について見直しに係る検討と見直し内容の実施

平成29年度
・次期相談員は、名誉職的立場となっている前例を踏襲することはせず、各障
害者団体に推薦を依頼し、相談員の新陳代謝を図る。

平成30年度

19 取組項目名 身体・知的障害者相談員の見直し
担当部名 福祉部

担当課名 障害福祉課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 20.0 15.1 4.4 4.4
実績値
達成率 ％
目標値 66.0 71.0 76.0 81.0 83.0 85.0
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 1 1 1 1

実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値 － － － － 70 －

実績値
達成率 ％ － － － － －
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スポーツ推進委員の確保
人

後　　期

定員数の見直しに係る検討会議の
開催回数

回

定員数の見直しの実施
－

スポーツ推進委員の定員数（実績
値のみ）

人

・委員の確保に向けた検討及び定員数の適正人数の検討

平成31年度 ・委員の確保及び定員数の適正人数の検討

平成32年度 ・定員数の見直し

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　スポーツ推進委員の定員適正化を図るため、スポーツ推進委員の適正数を検討して定員数の見直しを実施する。
【主な取組内容】
・定員数の見直しに係る検討
・定員数の見直し
・委員の確保に向けた検討
・定員数の適正人数の検討
・委員の確保

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・定員数の見直しに係る検討

平成28年度 ・定員数の見直し

平成29年度 ・委員の確保に向けた検討

平成30年度

22 取組項目名 スポーツ推進委員の定員数の見直し
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課

後　　期

下水管等の修繕
ｋｍ

有収率
％

不明水対策方法の確立に向けた検
討

－

・有収外汚水調査

平成31年度 ・有収外汚水調査

平成32年度 ・有収外汚水調査

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　東部流域下水道負担額の適正化を保つため、公共下水道事業等有収率の向上を図る。

【主な取組内容】
・震災による下水管等の修繕
・有収外汚水調査
・不明水対策方法の確立に向けた検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・震災による下水管等の修繕
・不明水対策方法の確立に向けた検討

平成28年度
・震災による下水管等の修繕
・不明水対策方法の確立に向けた検討

平成29年度 ・震災による下水管等の修繕

平成30年度

21 取組項目名 公共下水道事業等有収率の向上
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 68.3 79.4 86.1 85.6 88.3
実績値
達成率 ％
目標値 27,870 50,020 56,120 61,488 65,610
実績値
達成率 ％
目標値 43.3 57.5 63.0 67.0 72.4

実績値
達成率 ％
目標値 114.1 97.8 94.0 97.9 102.3

実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 1.5 1.5 1.5
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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外部委託に伴い削減できた職員数
（嘱託、臨時職員含む。）

人

％

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

データ化業務、データ統合業務の
外部委託の実施

－

平成29年度

平成30年度

平成31年度

会計管理者

担当課名 会計課

(1)取組概要

　公金収納事務の効率化を図るため、公金収納データ処理業務を外部委託する。

【主な取組項目】
・会計課が実施する納入済通知書のデータ化業務（OCR読取、パンチ入力等）の外部委託
・コンビニエンスストア収納データと納入済通知データとの統合業務の外部委託

(2)年度別取組内容

平成27年度
・会計課が実施する納入済通知書のデータ化業務（OCR読取、パンチ入力等）の
外部委託
・コンビニエンスストア収納データと納入済通知データとの統合業務の外部委

平成28年度

総収支比率
％

24 取組項目名 公金収納データ処理業務の外部委託
担当部名

後　　期

病床利用率
％

外来患者数
人

医業収支比率
％

・経営分析・対策実施

平成31年度 ・経営分析・対策実施

平成32年度 ・経営分析・対策実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　市立病院の病床利用率、外来患者数、医業収支比率等の向上による安定経営のため、事業収支計画を踏
まえた多角的な経営分析や原価計算の導入のほか、企業会計に精通した人材の育成に努め、経営の安定化
を図る。

【主な取組内容】
・事業計画の策定
・経営分析と対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・事業計画策定作業

平成28年度
・事業収支計画策定
・病院開設

平成29年度 ・経営分析

平成30年度

23 取組項目名 市立病院の経営安定化
担当部名 病院局石巻市立病院

担当課名 経営企画室



基本目標３
業務の効率化や見直しの推進

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 92.3 97.7 100.2

実績値
達成率 ％
目標値 61.8 67.9 71.2

実績値
達成率 ％
目標値 45.0 75.0 85.0

実績値
達成率 ％
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後　　期

経常収支比率
％

医業収支比率
％

病床利用率
％

・経営分析

平成31年度 ・経営分析・対策実施

平成32年度 ・経営分析・対策実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　市立牡鹿病院の経常収支比率、医業収支比率、病床利用率の向上による安定経営のため、事業収支計画を
踏まえた経営分析や原価計算の導入等により、経営の安定化を図る。

【主な取組内容】
・経営分析と対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

25 取組項目名 市立牡鹿病院の経営安定化
担当部名 病院局

担当課名 病院管理課
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基本目標４

公共施設の適正な管理・運営
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　担当部　 掲載ページ

１ 中央二丁目４番地区に保有する市有財産の利活用の検討 復興政策部・総務部 43

２ 本庁舎一階の利活用の検討 総務部 43

３ 防災センターの適正な管理・運営の検討 総務部 44

４ 集会所的施設の譲渡の推進 財務部 44

５ 公共施設等総合管理計画の策定 財務部 45

６ 南浜シンボル公園の適正な管理・運営の検討 復興事業部 45

７ 中瀬公園の適正な整備計画及び管理・運営の検討 復興事業部 46

８
雄勝伊勢畑地区に整備する公共施設の適正な管理・運営方
法の検討

雄勝総合支所 46

９ 北上地区物販施設の適正な管理・運営の検討 北上総合支所 47

１０ 牡鹿鮎川地区拠点施設の適正な管理・運営の検討 牡鹿総合支所 47

１１
おしか家族旅行村オートキャンプ場への指定管理者制度の
導入

牡鹿総合支所 48

１２ 旧深谷病院の施設等市有財産譲渡の検討 健康部 48

１３ 介護関係施設のあり方の検討 福祉部 49

１４ 老人福祉センター寿楽荘の適正な管理・運営の検討 福祉部 49

１５ ささえあいセンターの適正な管理・運営の検討 福祉部 50

１６ 再配置計画に基づく保育所の統廃合 福祉部 50

１７ 観光交流施設の適正な管理・運営の検討 産業部 51

１８ マンガアイランドの適正な管理・運営の検討 産業部 51

１９ 石ノ森萬画館指定管理料のあり方の検討 産業部 52

２０
水産物地方卸売市場の維持管理経費の縮減と運営形態の見
直し

産業部 52

２１ 水産物地方卸売市場多機能施設の適正な管理・運営の検討 産業部 53

２２ 既存・新規市営住宅の管理の外部委託 建設部 53

２３ 防災マリーナの適正な管理・運営の検討 建設部 54

２４ 水辺のプロムナードの適正な管理・運営の検討 建設部 54

２５ 小・中学校の学区再編計画に基づく学校施設の統廃合 教育委員会 55

２６ 市立高校の統合 教育委員会 55

２７
学校給食センターの統廃合及び調理業務の民間委託等の検
討

教育委員会 56

２８ 社会教育施設のあり方の検討 教育委員会 56

２９ 旧石巻ハリストス正教会教会堂の適正な管理・運営の検討 教育委員会 57

３０ 陶芸丸寿かんけい丸の利活用の検討 教育委員会 57

３１ 複合文化施設の適正な管理・運営の検討 教育委員会 58

３２ 体育施設のあり方の検討 教育委員会 58

３３ 総合運動公園への指定管理者制度の導入 教育委員会 59

３４ 追波川河川運動公園への指定管理者制度の導入 教育委員会 59

３５ 牡鹿交流センターの機能及び運営方法の見直し 教育委員会 60

３６ 図書館における指定管理者制度の導入の検討 教育委員会 60

３７ 公民館における指定管理者制度の導入の検討 教育委員会 61

３８ 牡鹿病院のあり方の検討 病院局 61

　取　組　項　目　名　
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基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

本庁舎一階の次期契約更新に伴う
貸付方針の検討

－

貸付方針に基づく貸付の実施
－

貸付料の見直し

・公募型プロポーザル方式による事業者の選定及び貸付方針の検討

平成31年度 ・貸付方針に基づく貸付の実施

平成32年度 ・貸付方針に基づく貸付の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　魅力的な庁舎や市民が自慢できる市役所を作るため、行政財産の貸付契約を行っている庁舎一階部分の
次期契約更新に伴う貸付けのあり方について検討する。

【主な取組内容】
・本庁舎一階の次期契約更新に伴う貸付方針の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・本庁舎一階の次期契約更新に伴う貸付方針の検討

平成28年度 ・本庁舎一階の次期契約更新に伴う貸付方針の策定

平成29年度 ・公募型プロポーザル方式による事業者の選定

平成30年度

2 取組項目名 本庁舎一階の利活用の検討
担当部名 総務部

担当課名 管財課

後　　期

利活用策の検討
－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　中央二丁目４番地区に保有する市有財産の利活用策を検討する。

【主な取組内容】
・利活用策の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・利活用策の検討

平成28年度 ・利活用策の検討・決定

平成29年度 ・優良建築物等整備事業に係る市有地の払下げ

平成30年度

1 取組項目名 中央二丁目４番地区に保有する市有財産の利活用の検討
担当部名 復興政策部・総務部

担当課名 復興政策課・管財課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 策定
実績値
達成率 ％
目標値 6 10 12
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

無償譲渡された公の施設数
（実績値のみ）

施設数

・無償譲渡の推進に関する庁内周知

平成31年度 ・無償譲渡の推進に関する庁内周知

平成32年度 ・無償譲渡の推進に関する庁内周知

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　「老人憩いの家、コミュニティセンター」等の公の施設について、使用方法や料金に柔軟性を持たせ地
域住民の利便性を向上するため、地元町内会等地域への譲渡を進める。

【主な取組内容】
・無償譲渡に関する事務手引の作成

(2)年度別取組内容

平成27年度
・無償譲渡に関する事務手引の作成
・無償譲渡の推進に関する庁内周知

平成28年度 ・無償譲渡の推進に関する庁内周知

平成29年度 ・無償譲渡の推進に関する庁内周知

平成30年度

4 取組項目名 集会所的施設の譲渡の推進
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

取組事項の方針の策定

研修会等の開催

・防災教育・研修に対する積極的な利用の促進

平成31年度 ・防災教育・研修に対する積極的な利用の促進

平成32年度 ・恒例事業の構築と実施計画の策定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　駅周辺に整備される防災センターについて、稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を実施する
ための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・取組事項の方針策定

平成30年度

3 取組項目名 防災センターの適正な管理・運営の検討
担当部名 総務部

担当課名 危機対策課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 策定
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

・適正な管理・運営方法の検討

平成31年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成32年度 ・適正な管理・運営方法の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　門脇地区に整備される南浜シンボル公園について、国・県との役割分担や整備後の管理経費の縮減等、
適正な管理・運営を実施するための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成30年度

6 取組項目名 南浜シンボル公園の適正な管理・運営の検討
担当部名 復興事業部

担当課名 基盤整備課

後　　期

公共施設等総合管理計画の策定
－

削減面積（実績値のみ）
㎡

・削減目標に向けた進行管理の実施

平成31年度 ・削減目標に向けた進行管理の実施

平成32年度 ・削減目標に向けた進行管理の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　人口減少や厳しい財政状況を踏まえ、公共施設等の全体の更新費用の推計等状況を把握し、長期的な更
新・統廃合・長寿命化などを計画的に実施する必要があることから、公共施設の類型別に更新や耐震化の
方針を策定するための公共施設等総合管理計画を策定し、個別の公共施設等のあり方を検討していく。

【主な取組内容】
・公共施設等総合管理計画の策定
・公共施設等総合管理計画の進行管理

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・公共施設等総合管理計画の策定

平成28年度 ・削減目標に向けた進行管理の実施

平成29年度 ・削減目標に向けた進行管理の実施

平成30年度

5 取組項目名 公共施設等総合管理計画の策定
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

・適正な管理・運営方法の検討

平成31年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成32年度 ・適正な管理・運営方法の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　雄勝伊勢畑地区に整備する、雄勝総合支所、雄勝公民館、体育館、艇庫、観光施設、商業者テナント施
設について、適正な管理・運営方法を検討する。
　
【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成30年度

8 取組項目名 雄勝伊勢畑地区に整備する公共施設の適正な管理・運営方法の検討
担当部名 雄勝総合支所

担当課名 地域振興課

後　　期

適正な整備計画及び管理・運営方
法の検討

－

・適正な整備計画及び管理・運営方法の検討

平成31年度 ・適正な整備計画及び管理・運営方法の検討

平成32年度 ・適正な整備計画及び管理・運営方法の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　東日本大震災により被災し、新たに整備される中瀬公園について、建設費及び管理経費の縮減等、適正
な整備計画の策定及び管理・運営を実施するための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な整備計画の策定
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な整備計画及び管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な整備計画及び管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な整備計画及び管理・運営方法の検討

平成30年度

7 取組項目名 中瀬公園の適正な整備計画及び管理・運営の検討
担当部名 復興事業部

担当課名 基盤整備課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

・適正な管理・運営方法の検討（条例制定、管理運営方法等の決定）

平成31年度 ・適正な管理・運営方法の検討と実施（予算措置等、開業）

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　牡鹿鮎川地区に整備するおしかホエールランド、商業者テナントについて、適正な管理・運営方法を検
討する。
　
【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の検討（制度導入等の検討・決定）

平成30年度

10 取組項目名 牡鹿鮎川地区拠点施設の適正な管理・運営の検討
担当部名 牡鹿総合支所

担当課名 地域振興課

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　環境省が整備するビジターセンター内に設置を検討する物販施設について、適正な管理・運営方法を検
討する。
　
【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・指定管理を導入

平成30年度

9 取組項目名 北上地区物販施設の適正な管理・運営の検討
担当部名 北上総合支所

担当課名 地域振興課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 6
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

市有財産の譲渡に係る検討、方針
の決定

－

法人との協議、調整
－

地方債償還に係る東北財務局との
協議・調整

－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　地域医療充実のため、旧深谷病院の施設等市有財産の譲渡を検討する。

【主な取組内容】
・市有財産の譲渡に係る検討
・法人との協議、調整
・地方債償還に係る東北財務局との協議・調整

(2)年度別取組内容

平成27年度
・市有財産の譲渡に係る検討、方針の決定
・法人との協議、調整
・地方債償還に係る東北財務局との協議・調整

平成28年度
・法人との協議、調整
・地方債償還に係る東北財務局との協議・調整

平成29年度

平成30年度

12 取組項目名 旧深谷病院の施設等市有財産譲渡の検討
担当部名 健康部

担当課名 健康推進課

後　　期

指定管理者の公募・選定
－

指定管理者制度導入に伴う
管理職員の削減人数

人

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　おしか家族旅行村オートキャンプ場の適正な施設の管理・運営を図るため指定管理者制度を導入する。

【主な取組内容】
・指定管理業務内容の検討
・指定管理者の公募・選定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・指定管理業務内容の検討
・指定管理者の公募・選定

平成28年度 ・指定管理者による管理の開始

平成29年度

平成30年度

11 取組項目名 おしか家族旅行村オートキャンプ場への指定管理者制度の導入
担当部名 牡鹿総合支所

担当課名 地域振興課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 １施設

実績値
達成率 ％
目標値 実施 １施設

実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 １施設 ２施設

実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施

実績値

達成率 ％

目標値 実施 実施

実績値

達成率 ％

目標値 － － 8,000 8,300 8,600 8,900

実績値

達成率 ％ － －

目標値 － － 910,000 940,000 970,000 1,000,000

実績値

達成率 ％ － －
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利用料金収入
円

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

使用料徴収についての検討、方針決定
－

入浴利用者数の増
人

・適正な管理・運営方法の検討
・入浴者利用者数の増　　　　　・利用料金収入

平成31年度
・適正な管理・運営方法の検討
・入浴者利用者数の増　　　　　・利用料金収入

平成32年度
・適正な管理・運営方法の検討
・入浴者利用者数の増　　　　　・利用料金収入

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　老人福祉センター寿楽荘について、稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を実施するための必
要な検討を行う。また、受益者負担の観点から使用料の徴収について検討する。

【主な取組項目】
・適正な管理・運営方法の検討
・使用料徴収についての検討、方針決定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・適正な管理・運営方法の検討
・使用料徴収についての検討、方針決定

平成28年度

平成29年度

平成30年度

14 取組項目名 老人福祉センター寿楽荘の適正な管理・運営の検討
担当部名 福祉部

担当課名 福祉総務課

後　　期

介護関係施設のあり方について検
討

－

介護関係施設のあり方についての
方針の決定

－

民間事業者との協議・調整
－

・ものう地域福祉デイサービスセンターの譲渡に向けて石巻市社会福祉協議会
桃生支所の移転について協議  鮎川在宅介護支援センターの廃止について検討

平成31年度 ・雄勝デイサービスセンター・雄勝在宅介護支援センターの譲渡について検討

平成32年度 ・北上在宅介護支援センターの廃止について検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　高齢者福祉を目的に、公の施設として整備した介護関係施設（在宅介護支援センター・デイサービスセ
ンター）については、地域包括支援センターや民間のデイサービスセンターなどの介護サービス事業所等
が整備され、行政で実施する必要性が低下したことから、当該施設を社会福祉法人等へ無償譲渡・施設の
廃止など介護関係施設のあり方について検討する。
【主な取組内容】
・介護関係施設のあり方について検討、方針の決定
・民間事業者との協議・調整

(2)年度別取組内容

平成27年度
・介護関係施設のあり方について検討
・民間事業者との協議・調整

平成28年度
・介護関係施設のあり方についての方針の決定
・民間事業者との協議・調整

平成29年度
・介護関係施設のあり方についての方針の決定
・民間事業者との協議・調整

平成30年度

13 取組項目名 介護関係施設のあり方の検討
担当部名 健康部

担当課名 介護保険課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 策定 策定
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

保育所再配置計画の見直し
－

保育所再配置計画の策定
－

保育所再配置計画の実行
－

・保育所再配置計画の実行

平成31年度 ・保育所再配置計画の実行

平成32年度 ・保育所歳配置計画の実行

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　定員超過や待機児童への対応等を含め、保育環境の充実と効率的な保育の実践を図るため、保育所再配
置計画を策定し、計画的な保育所の統廃合を実施する。

【主な取組内容】
・保育所再配置計画の見直し
・保育所再配置計画の策定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・保育所再配置計画の見直し

平成28年度 ・保育所再配置計画の策定

平成29年度 ・保育所再配置計画の策定

平成30年度

16 取組項目名 再配置計画に基づく保育所の統廃合
担当部名 福祉部

担当課名 子ども保育課

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

・適正な管理・運営方法の検討

平成31年度 ・適正な管理・運営方法の検討・決定

平成32年度 ・適正な管理・運営の実施および見直しの実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　石巻駅前に設置されるささえあいセンターについて、稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を
実施するための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成30年度

15 取組項目名 ささえあいセンターの適正な管理・運営の検討
担当部名 福祉部

担当課名 福祉総務課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 220 220 220 220 220 220
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

適正な管理・運営のあり方の検討
－

利用件数の増加

・適正な管理・運営のあり方と利用件数増加対策の検討

平成31年度 ・適正な管理・運営のあり方と利用件数増加対策の検討

平成32年度 ・適正な管理・運営と利用件数増加対策の実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　マンガアイランドの管理・運営の適正なあり方を決定するため必要な検討を実施する。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営のあり方と利用件数増加対策の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営のあり方の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営のあり方の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営のあり方の検討

平成30年度

18 取組項目名 マンガアイランドの適正な管理・運営の検討
担当部名 産業部

担当課名 観光課

後　　期

稼働後の管理経費の縮減等、適正
な管理・運営方法の検討

－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　中心市街地の活性化、地域のにぎわい創出、地産地消の推進、地場産品の販路回復、観光客の集客増加
を目的として整備する観光交流施設について、稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を実施する
ための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営方法の検討

平成30年度

17 取組項目名 観光交流施設の適正な管理・運営の検討
担当部名 産業部

担当課名 商工課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 5 1 1 1 1 1
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 検討 協議 実施
実績値
達成率 ％
目標値 検討 調査 調査 協議 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

維持管理経費実績調査と実績調査
に基づく経費縮減策の検討と実施

－

魚市場・超低温施設の運営形態に
ついての検討と方向性の決定

－

魚市場管理運営計画策定
－

・魚市場管理運営計画策定のための調査
・魚市場管理運営計画（指定管理含む）についての方向性の調査・検討
・超低温施設の運営計画の決定

平成31年度
・魚市場管理運営計画実施に向けた協議・調整
・超低温施設の運営計画に基づい作業

平成32年度
・魚市場管理運営計画の実施
・超低温施設の運営計画に基づい作業

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　水産物地方卸売市場の効率的な運営を目的とし、維持管理費縮減策の実施と魚市場・超低温施設の運営
形態について、指定管理制度等を含めた検討を実施する。

【主な取組内容】
・維持管理経費実績調査と実績調査に基づく経費縮減策の検討と実施
・魚市場・超低温施設の運営形態についての検討と方向性の決定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・維持管理経費の実績調査と経費縮減策の検討・策定
・魚市場・超低温施設の運営形態についての検討

平成28年度
・維持管理経費実績調査に基づく経費縮減策の実施と検証
・魚市場・超低温施設の運営形態についての検討

平成29年度
・維持管理経費実績調査に基づく経費縮減策の実施と検証
・超低温施設の運営形態（経営・施設設備）についての方向性の調査・検討

平成30年度

20 取組項目名 水産物地方卸売市場の維持管理経費の縮減と運営形態の見直し
担当部名 産業部

担当課名 水産課

後　　期

㈱街づくりまんぼうとの協議
回

・株式会社街づくりまんぼうの運営のあり方の検討
・物販事業を指定管理事業に含めた場合の指定管理料の算定

平成31年度
・株式会社街づくりまんぼうの運営のあり方の検討
・物販事業を指定管理事業に含めた場合の指定管理料の算定

平成32年度
・株式会社街づくりまんぼうの運営のあり方の検討
・物販事業を指定管理事業に含めた場合の指定管理料の算定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　石ノ森萬画館と株式会社街づくりまんぼうが展開する観光や中心市街地の活性化に対する金銭面での支
援のあり方を明確にするため、石ノ森萬画館指定管理料のあり方の検討を実施する。

【主な取組内容】
・石ノ森萬画館の指定管理業務の洗い出しと業務に基づいた指定管理料の算定
・株式会社街づくりまんぼうへの運営費補助金のあり方の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・石ノ森萬画館の指定管理業務の洗い出しと業務に基づいた指定管理料の算定
・株式会社街づくりまんぼうへの運営費補助金のあり方の検討

平成28年度
・石ノ森萬画館の指定管理業務の洗い出しと業務に基づいた指定管理料の算定
・株式会社街づくりまんぼうへの運営費補助金のあり方の検討

平成29年度
・石ノ森萬画館の指定管理業務の洗い出しと業務に基づいた指定管理料の算定
・株式会社街づくりまんぼうへの運営費補助金のあり方の検討

平成30年度

19 取組項目名 石ノ森萬画館指定管理料のあり方の検討
担当部名 産業部

担当課名 観光課・商工課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値 6 6 6

実績値
達成率 ％
目標値 実施

実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 3,694 4,873 5,568 5,709 6,012 6,012
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

委託戸数
戸

・復興公営住宅の整備完了に伴い管理の完全移行

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　既存住宅と合わせ、新たに建設を進めている復興公営住宅の効率的かつ適正な管理を図るため、既存及
び新規市営住宅の管理の外部委託を行う。

【主な取組内容】
・市営住宅の管理の外部委託

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・復興公営住宅の管理委託の開始（建設完了後順次）

平成28年度 ・復興公営住宅の管理委託の開始（建設完了後順次）

平成29年度 ・復興公営住宅の管理委託の開始（建設完了後順次）

平成30年度

22 取組項目名 既存・新規市営住宅の管理の外部委託
担当部名 建設部

担当課名 住宅管理課

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

指定管理者制度移行後の管理経費の縮減
等、指定管理者への指導及び適正な管理・
運営方法等の協議・検討

回

使用料（利用料金）減免規定の見
直し

－

・指定管理者への指導及び適正な管理・運営方法等の協議・検討

平成31年度
・指定管理者への指導及び適正な管理・運営方法等の実施／実施方法の検証・
見直し

平成32年度
・使用料（利用料金）減免規定の見直し
・次期指定管理者候補者の選定及び指定手続き、並びに基本協定書の締結

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　水産物地方卸売市場石巻売場の背後地に建設された多機能施設「石巻市水産総合振興センター」について、指定
管理制度移行後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を実施するための必要な協議・検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法のあり方の検討
・指定管理制度移行後の管理経費の縮減等、指定管理者への指導及び適正な管理・運営方法等の協議・検討
・復興期間終了後の使用料（利用料金）減免規定の見直し

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の実施／実施方法の検証・見直し

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の実施／実施方法の検証・見直し

平成30年度

21 取組項目名 水産物地方卸売市場多機能施設の適正な管理・運営の検討
担当部名 産業部

担当課名 水産課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 検討 検討 検討 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 検討 検討 検討 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

・協議会への参画・実施、地元住民や民間事業者等、地域との合意形成。

平成31年度 ・都市・地域再生等区域の指定について企画・検討。

平成32年度 ・都市・地域再生等区域の指定、占用による適正な維持管理。

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　北上川川岸に整備される水辺のプロムナードについて、整備後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営
を実施するための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
　・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営のため、官民一体の協議会設立を検討。

平成29年度 ・適正な管理・運営のため、官民一体の協議会を設立。

平成30年度

24 取組項目名 水辺のプロムナードの適正な管理・運営の検討
担当部名 建設部

担当課名 河川港湾室

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

・適正な管理・運営方法の検討、水面利用者等との意見交換会実施、指定管理者制度設計

平成31年度 ・指定管理条例策定、指定管理者選定手続き

平成32年度 ・指定管理開始

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　旧北上川河口部に整備される防災マリーナについて、稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を
実施するための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
　・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討、水面利用者との意見交換会実施

平成29年度
・適正な管理・運営方法の検討、水面利用者との意見交換会実施、船舶所有者
に対する防災マリーナ利用意向アンケート調査実施

平成30年度

23 取組項目名 防災マリーナの適正な管理・運営の検討
担当部名 建設部

担当課名 河川港湾室



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 策定
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

市立高校統廃合の完全実施
－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　少子化、生徒の価値観の多様化、男女共学化の進行、進路選択の変化等がある状況の中、魅力ある学校
造りと教育環境を充実させ、かつ効率的な学校運営を行うため市立高校を統合する。

【主な取組内容】
・市立高校統廃合の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・市立高校統廃合の実施

平成28年度

平成29年度

平成30年度

26 取組項目名 市立高校の統合
担当部名 教育委員会

担当課名 桜坂高等学校開設準備室

後　　期

学区再編計画素案の策定
－

保護者及び地域住民への説明会実施

学区再編計画の策定

・計画に沿った小中学校の統廃合に向けた住民説明会の実施と準備

平成31年度 ・計画に沿った小中学校の統廃合に向けた住民説明会の実施と準備

平成32年度
・計画に沿った小中学校の統廃合に向けた住民説明会の実施と準備
　及び統廃合実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　石巻市における均等な教育環境、教育条件を実現し適正な教育効果の確保を図るため、小・中学校の学
区再編計画を策定し、学校施設の統廃合を進める。

【主な取組内容】
・学区再編計画素案策定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・庁内検討委員会での検討

平成28年度
・庁内検討委員会及び庁外検討委員会、住民説明会の実施
・学区再編計画素案策定

平成29年度
・庁内検討委員会及び庁外検討委員会、住民説明会の実施
・学区再編計画策定

平成30年度

25 取組項目名 小・中学校の学区再編計画に基づく学校施設の統廃合
担当部名 教育委員会

担当課名 教育総務課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 検討 策定
実績値
達成率 ％
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後　　期

社会教育施設のあり方についての
庁内検討会議の設置

－

社会教育施設のあり方について庁
内検討会議での検討

－

長寿命化計画、統廃合計画の検討・策定

・庁内検討会議等の設置及び運営体系について検討
・社会教育施設のあり方についての「長寿命化計画」、「統廃合計画」を検討

平成31年度
・各事業の見直し整理後、民間委託等の可能性調査等について庁内検討会議に
　おいて検討
・社会教育施設のあり方についての「長寿命化計画」、「統廃合計画」を検討

平成32年度
・民間委託等について方針の決定
・社会施設のあり方についての「長寿命化計画」、「統廃合計画」を策定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　社会教育施設を利活用するため、社会教育施設の存廃、利活用方法、運営方法等のあり方について検討
する。

【主な取組内容】
・社会教育施設のあり方についての庁内検討会議の設置及び検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・社会教育施設のあり方についての庁内検討会議の設置及び検討

平成28年度 ・社会教育施設のあり方について庁内検討会議での検討

平成29年度

平成30年度

28 取組項目名 社会教育施設のあり方の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 生涯学習課

後　　期

学校給食センター及び調理業務の
あり方の検討

－

学校給食センター及び調理業務の
あり方に関する基本構想の策定

－

学校給食センターの今後の整備計
画と調理業務の民間委託に向けた
検討及び準備・実施

・「石巻市学校給食センター整備基本構想」に基づき、学校給食センター
　の統廃合及び調理業務の民間委託移行のための検討・準備

平成31年度
・住吉学校給食センターの廃止
・河南学校給食センターの調理業務の民間委託を実施

平成32年度
・学校給食センターの統廃合及び調理業務の民間委託移行のための検討・準備
　を継続

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　学校給食センターの効率的な運営を図るため、（仮称）石巻東給食センター開設後の学校給食センター
の統廃合及び調理業務の民間委託等を含めたあり方を検討する。

【主な取組内容】
・学校給食センター及び調理業務のあり方の検討
・学校給食センター及び調理業務のあり方に関する基本構想の策定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・学校給食センター及び調理業務のあり方の検討
・学校給食センター及び調理業務のあり方に関する基本構想の策定

平成28年度
・学校給食センター及び調理業務のあり方の検討
・学校給食センター及び調理業務のあり方に関する基本構想の策定

平成29年度
・学校給食センター及び調理業務のあり方の検討
・学校給食センター及び調理業務のあり方に関する基本構想の策定

平成30年度

27 取組項目名 学校給食センターの統廃合及び調理業務の民間委託等の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 学校管理課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

利活用策の検討
－

適正な管理・運営の実施

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　平成25年度に寄贈された陶芸丸寿かんけい丸について適正な財産管理を行う必要があることから、適正
な管理方法等を含めた利活用策の検討を行う。

【主な取組内容】
・利活用策の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・利活用策の検討

平成28年度 ・利活用策の検討

平成29年度 ・利活用の実施、指定管理の方針決定及び選定の実施

平成30年度

30 取組項目名 陶芸丸寿かんけい丸の利活用の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 生涯学習課

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

適正な管理・運営の実施
－

・適正な管理運営

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　旧石巻ハリストス正教会教会堂について、復元後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を実施するた
めの必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成30年度

29 取組項目名 旧石巻ハリストス正教会教会堂の適正な管理・運営の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 生涯学習課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 検討 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値 検討 検討 策定
実績値
達成率 ％
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後　　期

体育施設のあり方についての庁内
検討会議の設置・検討

－

検討している体育施設数
（実績値のみ）

－

長寿命化計画、統廃合計画の検討・策定

・体育施設のあり方についての「長寿命化計画」、「統廃合計画」を検討

平成31年度 ・体育施設のあり方についての「長寿命化計画」、「統廃合計画」を検討

平成32年度 ・体育施設のあり方についての「長寿命化計画」、「統廃合計画」を策定

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　体育施設を利活用するため、体育施設の存廃、利活用方法、運営方法等のあり方について検討する。

【主な取組内容】
・体育施設のあり方についての庁内検討会議の設置及び検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・体育施設のあり方についての庁内検討会議の設置及び検討

平成28年度 ・体育施設のあり方についての庁内検討会議の設置及び検討

平成29年度 ・体育施設のあり方についての方向性を再検討

平成30年度

32 取組項目名 体育施設のあり方の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課

後　　期

適正な管理・運営方法の検討
－

ネーミングライツの検討・導入

・指定管理者の選定

平成31年度 ・指定管理者の決定／ネーミングライツの募集

平成32年度 ・ネーミングライツの導入

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　新たに建設される石巻市複合文化施設については、稼働後の管理経費の縮減等、適正な管理・運営を実
施するための必要な検討を行う。

【主な取組内容】
・適正な管理・運営方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成28年度 ・適正な管理・運営方法の検討

平成29年度 ・適正な管理・運営方法の方針決定

平成30年度

31 取組項目名 複合文化施設の適正な管理・運営の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 複合文化施設開設準備室



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

導入時期・内容の検討
－

・指定管理業務内容の検討

平成31年度 ・指定管理者の公募・選定

平成32年度 ・追波川河川運動公園指定管理者制度導入

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　追波川河川運動公園の効果的な施設の管理・運営を図るため指定管理者制度を導入する。

【主な取組内容】
・導入時期・内容の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・導入時期・内容の検討

平成28年度

平成29年度

平成30年度

34 取組項目名 追波川河川運動公園への指定管理者制度の導入
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課

後　　期

指定管理者の公募・選定
－

・指定管理業務内容の検討

平成31年度 ・指定管理者の公募・選定

平成32年度 ・総合運動公園指定管理者制度導入

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　総合運動公園の効果的な施設の管理・運営を図るため指定管理者制度を導入する。

【主な取組内容】
・指定管理業務内容の検討
・指定管理者の公募・選定

(2)年度別取組内容

平成27年度
・指定管理業務内容の検討
・指定管理者の公募・選定

平成28年度 ・総合運動公園指定管理者制度導入

平成29年度 ・総合運動公園第３工区の管理方法の検討

平成30年度

33 取組項目名 総合運動公園への指定管理者制度の導入
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 5,000 5,500 6,000
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
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後　　期

内部での検討会議の実施
－

庁内での検討会議の実施
－

方針の決定
－

・先進地の事例調査

平成31年度 ・検討会議の実施・方針の決定

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

維持管理費削減及び効率的な事業運営のため、指定管理者制度の導入を検討する。
【主な取組項目】
・先進地の事例調査
・検討会議の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

36 取組項目名 図書館における指定管理者制度導入の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 図書館

後　　期

あり方を含めた機能及び運営方法
を見直し方針の決定

－

存続に向けた施設利用者数の増加
人

・施設利用者を増やすための取組みとして、近隣のオートキャンプ場や清崎運
動公園グランドとの連携や公民館事業と共催した施設活用を展開する。

平成31年度
・施設利用者を増やすための取組みとして、近隣のオートキャンプ場や清崎運
動公園グランドとの連携や公民館事業と共催した施設活用を展開する。

平成32年度
・施設利用者を増やすための取組みとして、近隣のオートキャンプ場や清崎運
動公園グランドとの連携や公民館事業と共催した施設活用を展開する。

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　牡鹿交流センターの有効利用するため、牡鹿交流センターのあり方を含めた機能及び運営方法を見直
す。

【主な取組内容】
・あり方を含めた機能及び運営方法を見直し方針の決定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・あり方を含めた機能及び運営方法を見直し方針の決定

平成28年度 ・あり方を含めた機能及び運営方法を見直し方針の決定

平成29年度

平成30年度

35 取組項目名 牡鹿交流センターの機能及び運営方法の見直し
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課



基本目標４
公共施設の適正な管理・運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

病床形態のあり方の検討
－

地域包括ケアとの連携策の検討
－

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　地域医療の継続と安定的な経営を確保し、安心できる医療体制を確立するため、牡鹿病院のあり方を検
討する。

【主な取組内容】
・病床形態のあり方の検討
・地域包括ケアとの連携策の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・病床形態のあり方の検討
・地域包括ケアとの連携策の検討

平成28年度
・病床形態のあり方の検討
・地域包括ケアとの連携策の検討

平成29年度

平成30年度

38 取組項目名 牡鹿病院のあり方の検討
担当部名 病院局

担当課名 牡鹿病院

後　　期

教育委員会内部での検討会議の実施
－

庁内での検討会議の実施
－

方針の決定
－

・先進地の事例調査

平成31年度 ・検討会議の実施・方針の決定

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

維持管理費削減及び効率的な事業運営のため、公民館の指定管理者制度について導入を検討する。
【主な取組項目】
・先進地の事例調査
・検討会議の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

37 取組項目名 公民館における指定管理者制度導入の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 生涯学習課
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基本目標５

市民と協働で進める行財政運営
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　担当部　 掲載ページ

１ 市民との協働の推進 復興政策部 65

２
ＩＣＴを活用した行政サービスの向上と業務の効率化の推
進

復興政策部 65

３ まちづくり懇談会の開催 総務部 66

４ 新たな市政情報の発信方法の検討 総務部 66

５ ホームページ・市報の改善 総務部 67

６ 情報開示方法の多様化の検討 総務部 67

７
社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の利活用の検
討

総務部・財務部 68

８ 消防団の班の再編・再生 総務部 68

９ 財政状況の公表 財務部 69

１０ コンビニエンスストアにおける証明書等の交付の検討 生活環境部 69

１１ 都市公園愛護会結成の促進 建設部 70

　取　組　項　目　名　
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基本目標５
市民と協働で進める行財政運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 373 373 373 250 250 250
実績値
達成率 ％
目標値 6 6 6 10 10 10
実績値
達成率 ％
目標値 2 3 3 4 5 6
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 10 30 50
実績値
達成率 ％
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後　　期

地域情報化基本計画実施計画の検
討

－

地域情報化基本計画実施計画の策
定

－

行政文書決裁管理及びＧＩＳ統合
ソリューション導入の進捗

％

・行政文書決裁管理及びＧＩＳ統合ソリューションの検討

平成31年度
・行政文書決裁管理及びＧＩＳ統合ソリューション導入に向けた庁内調整・運
用の確立

平成32年度 ・行政文書決裁管理及びＧＩＳ統合ソリューションの順次導入

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　ＩＣＴの最新技術を積極的に施策に取り入れた、防災、医療、福祉等の各分野における行政サービスの
向上と地域資源の有効利用による新産業創出のため、第２次石巻市地域情報化基本計画に基づいた実施計
画を策定し各種施策を推進する。

【主な取組内容】
・第２次石巻市地域情報化実施計画の検討・策定

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・地域情報化基本計画実施計画の検討・策定

平成28年度 ・地域情報化基本計画実施計画に基づく各種施策の実施

平成29年度 ・地域情報化基本計画実施計画に基づく各種施策の実施

平成30年度

2 取組項目名 ＩＣＴを活用した行政サービスの向上と業務の効率化の推進
担当部名 復興政策部

担当課名 ＩＣＴ総合推進室

後　　期

コミュニティづくり支援補助事業
申請件数

件数

地域づくりコーディネート助成団
体数

件数

住民自治組織の累積設立数
（地域自治システム）

件数

・コミュニティづくり支援補助事業・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築

平成31年度
・コミュニティづくり支援補助事業・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築

平成32年度
・コミュニティづくり支援補助事業・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　地域コミュニティの再生・強化を促進し、また新市街地における新たなコミュニティの構築を図りなが
ら、住民主体の協働のまちづくりを実現するため、行政と市民の協働を推進する。
【主な取組内容】
・コミュニティづくり支援補助事業等の実施
・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築
・新市街地における自治会形成支援

(2)年度別取組内容

平成27年度
・コミュニティづくり支援補助事業・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築

平成28年度
・コミュニティづくり支援補助事業・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築

平成29年度
・コミュニティづくり支援補助事業・地域づくりコーディネート事業等の実施
・地域自治システムの構築

平成30年度

1 取組項目名 市民との協働の推進
担当部名 復興政策部

担当課名 地域協働課



基本目標５
市民と協働で進める行財政運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 8 8 10 8 8 8
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施

実績値
達成率 ％
目標値 1,000 1,000 1,000 1,000
実績値
達成率 ％
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後　　期

ＩＣＴを活用した情報発信方法の
検討

－

ＩＣＴを活用した情報発信の実施

秘書広報課フェイスブックページ
の認知度の向上（いいね！の数）

・ＩＣＴを活用した新たな情報発信方法の検討・実施及びフェイスブックの充実

平成31年度 ・ＩＣＴを活用した新たな情報発信方法の検討・実施及びフェイスブックの充実

平成32年度 ・ＩＣＴを活用した新たな情報発信方法の検討・実施及びフェイスブックの充実

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　新たな手法による市政情報の提供を実施するため、ＩＣＴを活用した情報発信方法の検討を行う。

【主な取組内容】
・ＩＣＴを活用した情報発信方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・ＩＣＴを活用した情報発信方法の検討

平成28年度 ・ＩＣＴを活用した情報発信方法の検討

平成29年度 ・ＩＣＴを活用した情報発信方法の検討

平成30年度

4 取組項目名 新たな市政情報の発信方法の検討
担当部名 総務部

担当課名 秘書広報課

後　　期

まちづくり懇談会の開催回数及び
対象の拡大の検討

－

まちづくり懇談会開催回数
回

・まちづくり懇談会の開催回数及び対象の拡大の検討
・まちづくり懇談会の開催

平成31年度 ・まちづくり懇談会の開催

平成32年度 ・まちづくり懇談会の開催

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　地域の身近な課題や復興状況、復興後の未来像など、市民双方向型のまちづくりを実現するため、まち
づくり懇談会を開催する。

【主な取組内容】
・まちづくり懇談会の開催回数及び対象の拡大の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・まちづくり懇談会の開催回数及び対象の拡大の検討
・まちづくり懇談会の開催

平成28年度 ・まちづくり懇談会の開催

平成29年度 ・まちづくり懇談会の開催

平成30年度

3 取組項目名 まちづくり懇談会の開催
担当部名 総務部

担当課名 秘書広報課



基本目標５
市民と協働で進める行財政運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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後　　期

新たな開示手法の検討
－

・新たな開示手法の検討

平成31年度 ・新たな開示手法の検討

平成32年度 ・新たな開示手法の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　情報公開の推進及び情報公開制度の利便性の向上を図るため、情報開示方法の多様化（ＰＤＦ、オープ
ンデータ等の電子データの活用）の検討を行う。

【主な取組内容】
・新たな開示手法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・新たな開示手法の検討

平成28年度 ・新たな開示手法の検討

平成29年度 ・新たな開示手法の検討

平成30年度

6 取組項目名 情報開示方法の多様化の検討
担当部名 総務部

担当課名 総務課

後　　期

ホームページ・市報の改善内容の
検討

－

ホームページ・市報の改善
－

・ホームページ、市報の改善内容の検討及び改善

平成31年度 ・ホームページ、市報の改善内容の検討及び改善

平成32年度 ・ホームページ、市報の改善内容の検討及び改善

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　現在行っている市政の広報について、最新の情報を分かりやすく提供するため、ホームページ・市報の
改善を行う。

【主な取組内容】
・ホームページ・市報の改善内容の検討・実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・ホームページ・市報の改善内容の検討

平成28年度 ・ホームページ・市報の改善内容の実施準備

平成29年度 ・ホームページ・市報の改善

平成30年度

5 取組項目名 ホームページ・市報の改善
担当部名 総務部

担当課名 秘書広報課



基本目標５
市民と協働で進める行財政運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － 174 170 170
実績値
達成率 ％
目標値 － － － 1800 1820 1840
実績値
達成率 ％
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後　　期

消防団の班の再編に向けた検討
－

消防団の班の数
班

消防団員数
人

・消防団の班の再編・再生の一部実施

平成31年度 ・消防団の班の再編・再生の一部実施

平成32年度 ・消防団の班の再編・再生の一部実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　被災地域の消防力確保、消防団組織の効率化と消防設備の有効活用を図るため、現状に応じた消防団の
班の再編・再生を図る。

【主な取組内容】
・消防団の班の再編に向けた検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・消防団の班の再編に向けた検討

平成28年度 ・消防団の班の再編に向けた検討

平成29年度 ・消防団の班の再編・再生の一部実施

平成30年度

8 取組項目名 消防団の班の再編・再生
担当部名 総務部

担当課名 防災推進課

後　　期

マイナンバー制度利活用の検討
－

マイナンバー制度の円滑な実施及
び利活用の検討

－

・マイナンバー制度の円滑な実施及び利活用の検討

平成31年度 ・マイナンバー制度の円滑な実施及び利活用の検討

平成32年度 ・マイナンバー制度の円滑な実施及び利活用の検討

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　市民サービスの向上と業務の効率化を図るため、マイナンバー制度導入後の利活用について検討する。

【主な取組内容】
・マイナンバー制度の導入及び利活用の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・マイナンバー制度の導入

平成28年度 ・マイナンバー制度の利活用の検討

平成29年度 ・マイナンバー制度の利活用の検討

平成30年度

7 取組項目名 社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の利活用の検討
担当部名 総務部・財務部

担当課名 総務課・行政経営課



基本目標５
市民と協働で進める行財政運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 2 2 2 2 2 2
実績値
達成率 ％
目標値 5 5
実績値
達成率 ％
目標値 1 1 1 1
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 11.0 16.0 21.0
実績値
達成率 ％
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後　　期

コンビニエンスストアにおける交
付可能な証明書等の検討

－

証明書コンビニ交付システムの
構築

－

コンビニ交付による証明書発行率
％

・マイナンバー（個人番号）カードによる証明書コンビニ交付サービスの開始

平成31年度

平成32年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　窓口利用者の利便性の向上を図るため、住民基本台帳カード及びマイナンバー制による個人番号カード
の交付に併せた、コンビニエンスストアにおける証明書等の交付について検討する。

【主な取組内容】
・コンビニエンスストアにおける交付可能な証明書等の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・マイナンバー制度導入に伴う個人番号の交付開始に状況把握
・コンビニエンスストアにおける交付可能な証明書等の検討

平成28年度 ・コンビニエンスストアにおける交付可能な証明書等の検討

平成29年度
・証明書コンビニ交付システム構築業務契約
・戸籍及び住基、税系システムベンダーとシステム開発スケジュールの調整

平成30年度

10 取組項目名 コンビニエンスストアにおける証明書等の交付の検討
担当部名 生活環境部

担当課名 市民課

後　　期

市報、ホームページでの財政状況
の公表回数

回

新地方公会計導入検討庁内調整会
議の開催

回

統一的な基準による財務諸表の公表
回

・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計導入に伴う新たな情報の提供実施

平成31年度
・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計導入に伴う新たな情報の提供実施

平成32年度
・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計導入に伴う新たな情報の提供実施

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　財政状況についての市民理解を推進するため、分かりやすい財政状況の公表を行う。

【主な取組内容】
・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計の導入と新たな情報提供の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度
・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計導入に係る検討

平成28年度
・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計導入に係る検討

平成29年度
・市報、ホームページでの財政状況の公表
・新地方公会計の導入

平成30年度

9 取組項目名 財政状況の公表
担当部名 財務部

担当課名 財政課



基本目標５
市民と協働で進める行財政運営

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 86 87 88 100 105 115

実績値
達成率 ％
目標値 172 174 176 200 210 230

実績値
達成率 ％
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後　　期

都市公園愛護会結成の周知活動
－

都市公園愛護会の結成数
団体

都市公園愛護会の結成された公園数
公園

・愛護会結成の周知活動

平成31年度 ・愛護会結成の周知活動

平成32年度 ・愛護会結成の周知活動

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

(1)取組概要

　都市公園の適正な維持管理を図るため、地域の公園愛護団体の結成を促進する。

【主な取組内容】
・愛護会結成の周知活動

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・愛護会結成の周知活動

平成28年度 ・愛護会結成の周知活動

平成29年度 ・愛護会結成の周知活動

平成30年度

11 取組項目名 都市公園愛護会結成の促進
担当部名 建設部

担当課名 都市計画課
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